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自然独占と政策 
 
1. 自然独占産業と価格規制 

・	 自由に価格を設定→独占価格 
 
 
 

・	 そこで，政府がなんらかの介入を行う必要 
Ø 規制を課することによって市場の不完全なところを補おうとする政策が実施

される． 
Ø 規制が特に価格面を通じて行われるとき，これを「価格規制」と言う． 
 

（復習）完全競争市場における市場均衡 
 

 
 
 
 
 
 



2. 自然独占と政策 
 
費用逓減産業に対する限界費用価格形成原理適用の問題 
 
 

 
 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
 
・	 限界費用に基づく価格規制と，それによる赤字部分を政府が補助金として企業に交

付． 
・	 赤字が自然独占による構造的なものであるのか，単に経営努力が足りないためのも

のであるのか，区別が困難． 
・	 自然独占を理由とした企業の経営努力の欠如を招きやすくなるうえ，限界費用の計

測そのものが困難 
・	 X非効率の問題 

 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

 
・	 過当競争により，競争に敗れた企業が撤退することによる供給停止を防ぐ． 
・	 一方で，供給を維持するため赤字の内部補助． 
・	 鉄道，道路，航空，電話など 



 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
・	 補助金や参入規制は，許認可権に基づく官僚支配の温床となりやすい． 
・	 さまざまな非効率性を生み出す可能性が高い． 
・	 時代に即した柔軟な対応が困難． 

 
3. 平均費用価格形成原理にもとづく価格規制 
■	 独立採算制と平均費用価格 
・	 限界費用価格形成が社会的に最も望ましいので，平均費用価格形成はそれよりは劣

った価格規制の方法とされる． 
・	 しかし，分かりやすく，限界費用価格形成の問題点をある程度回避できるため，資

源配分上の無駄という犠牲を払っても，平均費用価格形成にもとづく価格規制には

それなりの正当性が認められている． 
・	 ただ，この場合も企業の経営努力に対する動機づけが希薄であるという問題が残っ

ており，現在の価格規制に関する多くの議論とつながっている． 
Ø ピークロード料金 
Ø 二部料金 

 
4. インセンティブ規制 
■	 費用積み上げ方式（平均費用価格規制）=（営業費用＋資本費用）／生産量 

Ø →費用節約の誘因なし 
Ø →公正報酬率規制へ 

² 事業資産に公正報酬率を乗じる規制へ． 
² しかし，アバーチ・ジョンソン効果（過大な資本蓄積）防げない． 
² そこでインセンティブ規制へ． 

＜インセンティブ規制の例＞  
	  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
 
	 	 公正報酬率の改良版．「ある一定」の利潤は認める価格規制． 

Ø NTT 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

・	 料金上昇率を「物価上昇率＋不可抗力要因－生産性上昇によるコスト上昇率」の枠

内におさめる． 
・	 価格の上限の範囲内でリバランシングを認める． 

Ø 英国の電話・電力・ガス・水道・航空 



Ø 米国の電話． 
 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
・	 地域独占企業の経営実績を比較して間接競争を作り出す規制． 
・	 価格を他企業の平均的な限界費用関数に，補助金を他企業の平均的費用削減努力に

設定する．それを企業が知って努力水準を決定．実際観察された費用，努力に応じ

価格，補助金を決定する． 
・	 英国の水道，日本の私鉄・バス等々（標準原価方式），電力・ガス． 
 


